
【中小企業等が利用できる主な補助金等（R5年度）】
※令和6年1月10日時点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （公財）大牟田市地域活性化センター

１）設備投資(ソフトも含む)

名　　称 補助上限額

（URL） （特例）

大牟田市ものづくり企業技術開発助成事業 研究開発　200万円

大牟田市ものづくり企業技術開発助成事業 工程品質改善　50万円

大牟田市地域活性化センター技術開発助成事業 技術開発15~100万円

大牟田市地域活性化センター技術開発助成事業 調査研究15~50万円

ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

　ものづくり補助金総合サイト

中小企業生産性向上応援補助金

中小企業生産性向上応援補助金

ものづくり等高度連携・事業再構築補助金 中小 1/2

ものづくり等高度連携・事業再構築補助金 小規模 2/3

中小企業等事業再構築促進事業 成長枠2000-7000万円 中小 1/2

経産省　事業再構築補助金 グリーン成長枠4000~1億円 中小 1/2

事業再構築補助金事務局HP 卒業促進枠上記の上乗せ支援 中小 1/2

大規模賃金引上枠3000万円 中小 1/2

産業構造転換枠2000～7000万円 中小 2/3

最低賃金枠500～1500万円 中小 3/4

物価高騰対策枠1000～3000万円 中小 2/3

業務改善助成金

厚労省　業務改善助成金

サービス等生産性向上IT導入補助金

IT導入補助金2023後期

省エネルギー投資促進支援事業費補助金

省エネルギー投資促進支援事業費補助金

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金

省エネルギー投資促進・需要構造転換支援事業費補助金

中小企業等省エネ設備導入支援補助金

省エネ設備導入支援補助金

①補助金

№ 所管等 補助率 概　要　等 公募期間

1 大牟田市
1/2

1/5

大牟田市内の企業等が行う　①新技術または新製品の研究開発　②製造工程または品

質の改善に係る経費を支援。

公募R5.4.5～

7.14公募終了

5人以下　　 750万円

6～20人　 1000万円

21人以上　1250万円

中小　 　1/2

小規模　2/3

要件①付加価値額を年3%以上増加②給与支給総額を年1.5%以上増加

　　　③事業場内最低賃金を地域別最低賃金+30円以上

①通常枠②回復型賃上げ・雇用拡大枠③デジタル枠④グリーン枠⑤グローバル市場開拓

5 経産省

2
活性化

センター
1/2

大牟田市内の企業等が行う　①新技術及び新製品の開発　②生産工程の改善または製

品の高付加価値化　に資する事業、及びそれらの予備的研究に係る経費を支援

公募R5.4.5～5.9

公募終了

＜通年公募＞

17次（省力化枠のみ）～R6.3.1

4 福岡県 93.7～1500万円 1/12又は1/4

国の「ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」11次・12次締切分の

交付決定及び13次締切分のデジタル枠又はグリーン枠の交付決定を受けた中

小企業・小規模事業者に補助金の上乗せ

上記ものづくり補助金と連動

3 経産省

企業間連携型

100～2,500万円

複数の中小企業等が連携し、連携体全体として新たな付加価値の創造や生産性向上を

図るプロジェクト、新分野、業態転換、革新的な製品・サービス開発、生産プロセス等の改

善に取り組むプロジェクトについて、その経費の一部を支援する

R5.6.30

公募終了

6 経産省

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化し、当面の需要や売上の回復が気体し難い

中、ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するために新市場進出（新

分野展開、業態転換）、事業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通

じた規模の拡大等、思い切った事業再構築に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援す

ることで、日本経済の構造転換を促しことを目的とする。

コロナや物価高等により依然として業況が厳しい事業者への支援として「物価高騰対策・

回復再生応援枠」を措置することに加え、産業構造の変化等により事業再構築が強く求

められる業種・業態の事業者への支援として「産業構造転換枠」、成長分野への事業再

構築を支援するべく売上高等減少要件を撤廃した「成長枠」を新設するなど、ポストコロナ

社会を見据えた未来社会を切り拓くための取組を重点的に支援する。

＜通年公募＞

11次：R5.10.6公募終了

申請期限R6.1.31

事業完了期限R6.2.28

8 経産省

通常枠：450万円

セキュリティ枠：100万円

デジタル枠：350万円

1/2

1/2

2/3

中小企業・小規模事業者等が自社の課題やニーズに合ったITツールを導入する

経費の一部を補助し、業務効率化・売上アップをサポートする

＜通年公募＞

・通常枠・セキュリティ枠

　10次（最終）：～R6.1.29

・デジタル枠は類型により　締切が異なる

7 厚労省 30～600万円 3/4(9/10)
生産性向上のための設備投資等を行い、事業場内最低賃金の一定額以上引

き上げが必要。引上げ額30円、45円、60円、90円の4コース

2次：R5.5.25～6.30

公募終了、3次なし

10
環境共創

ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ
15億円 1/2or2/3 ①先端設備・システム　②オーダーメイド型設備　③EMS機器 4次：11/2公募終了

9
環境共創

ｲﾆｼｱﾁﾌﾞ
1億円  1/3 国内で事業を営む法人と貴人事業主の省エネルギー対策を支援

11 福岡県 100万円  1/3 省エネ効果が高い既存設備の更新や機器の導入を支援

4次：R5.9.1～9.30

公募終了

5次なし

全ての支援策を網羅しているわけではありません。

https://www.city.omuta.lg.jp/kiji00317802/index.html
http://www.ecosanc.or.jp/tiiki/josei.html
http://portal.monodukuri-hojo.jp/
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/koujououen-setsubidounyuu.html
https://www.teitanso.or.jp/monohojo2/
https://www.meti.go.jp/covid-19/jigyo_saikoutiku/index.html
https://jigyou-saikouchiku.jp/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/03.html
https://it-shien.smrj.go.jp/about/
https://sii.or.jp/shitei04r/
https://sii.or.jp/senshin04r/
https://www.earth-tone.jp/energysave/


名　　称 補助上限額

（URL） （特例）

中小企業生産性向上緊急支援補助金

中小企業生産性向上緊急支援補助金

中小企業等特別高圧受電契約者支援金

中小企業等特別高圧受電契約者支援金

経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金

経営革新賃上げ環境整備緊急支援補助金

中小企業生産性向上デジタル支援補助金

中小企業生産性向上デジタル支援補助金

経営革新原油高騰等克服支援補助金

経営革新原油高騰等克服支援補助金

大牟田市IT導入支援事業費補助金

IT導入支援事業費補助金

大牟田市グリーン成長補助金

大牟田市グリーン成長補助金

名　　称

（URL）

先端設備等導入計画認定による固定資産税の特例措置

大牟田市　先端設備導入計画 大牟田市では、対象設備の固定資産税を3年間1/2(R5/4/1～)。申請窓口：産業振興課

中小企業経営強化税制 経営力向上計画の認定が必要。R3年度税制改正でA生産性向上、B収益力向上、Cデジタル化にD経営資源集約化が追加

中小企業庁　経営強化法による支援 機械・ソフトウェアの即時償却または取得価格の10%税額控除。適用：R6年度末まで

中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入

国税庁　中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例

中小企業投資促進税制 経営力強化計画の認定が必要。取得した機械設備等の特別償却(30%)又は税額控除(7%)。設備･装置は160万円以上のもの

中小企業庁　中小企業投資促進税制 などの要件あり。R3改正で不動産業など対象者が追加、適用延長(R6年度末まで)

地域未来投資促進税制 地域経済牽引事業計画の都道府県知事による承認必要。投資総額2,000万円以上。適用：R5年度末まで

福岡県　地域未来投資促進法に基づく支援 機械設備等:40%特別償却又は4%税額控除(上乗せ要件を満たすと50%、5%)、建物:20%特別償却等

カーボンニュートラルに向けた投資促進税制(R3創設) ①大きな脱炭素化効果を持つ製品の生産設備、②生産工程の脱炭素化と付加価値向上を両立する生産設備を導入した場合

R3年度　経産省関係税制改正 特別償却50%又は税額控除10%(7%･･②で炭素生産性7～10%向上の場合)。計画認定制度を創設予定。適用:R5年度末まで

DX(ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾄﾗﾝｽﾌｫｰﾒｰｼｮﾝ)投資促進税制(R3創設) DX実現に必要なクラウド技術を活用したデジタル関連投資に対し、税額控除(5%/3%)又は特別償却30%。投資額下限が

R3年度　経産省関係税制改正 売上高の0.1%以上必要。計画認定制度を創設予定。適用：R6年度末まで

12 福岡県
大規模：1300万円

小規模：　200万円
 2/3

県の中小企業生産性向上支援センターの支援を受けること、最低賃金引上げ

+30円等の要件

令和6年度までの補助金に適用

補助対象期間～R7.3.10

№ 所管等 補助率 概　要　等 公募期間

15 福岡県
大規模：1000万円

小規模：　150万円
 1/2

デジタル技術による生産性向上の取組みや設備投資に要する経費

福岡県中小企業生産性向上支援センターの支援を受けている中小企業等
2次：R5.12.28終了

13 福岡県
検針日ごとの申請において「中小企業者等」に該当するテナント事業者1社あた

り1,030円を給付。
10～4月分：R6.1以降？

14 福岡県 65万円  2/3
物価高や人手不足等の困難な中小企業者の経営向上を図り持続的な賃上げ

につなげるため、経営革新計画に基づく「新事業活動」に必要な経費を補助
後日公表予定

3回R5.6.19～6.30

公募終了

17 大牟田市 100万円 1/2
AI/ITを活用した生産性向上や事業効率化、新たなビジネスモデルや付加価値

の高い新サービスの創出及びAI/ITを用い社会・地域課題を解決する事業

～R5.9.1

公募終了

16 福岡県 50万円  3/4
原油価格・物価高騰等に伴う経営環境の変化に対応するため経営革新計画に

基づく「新事業活動」に必要な経費を補助（経営革新計画承認必須）

R5.5.23～10.4予算到達

公募終了

②税制支援（設備投資）

№ 所管等 税制支援概要等

1 経産省
先端設備等導入計画を市町村に提出、認定が必要。コロナ禍対策でR4年度末まで延長、事業用家屋等追加

18 大牟田市
一般設備：  40万円

産業機器：100万円

1/3

市内事業者から購

入は1/2

省エネ効果の高い機器や設備等更新に係る経費を一部補助

（一般・産業併用申請可）

中小企業者等(<500人)の30万円未満の減価償却資産の即時償却。年間合計で300万円まで。適用期限：R5年度末まで

4 経産省

5 経産省

2 経産省

3 経産省

6 経産省

7 経産省

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/uploaded/attachment/209393.pdf
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/r5extra-high-voltage.html
https://www.bing.com/search?q=%E7%A6%8F%E5%B2%A1%E7%9C%8C%E7%B5%8C%E5%96%B6%E9%9D%A9%E6%96%B0%E8%B3%83%E4%B8%8A%E3%81%92%E7%92%B0%E5%A2%83%E6%95%B4%E5%82%99%E7%B7%8A%E6%80%A5%E6%94%AF%E6%8F%B4%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91&FORM=ANSHOR&PC=U531&lightschemeovr=1
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/productivity-improvement-subsidy-202301.html
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/keieikakushingenyukoto.html
https://www.city.omuta.lg.jp/hpKiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=16901&class_set_id=1&class_id=1105
https://www.city.omuta.lg.jp/kiji00317864/index.html
https://www.city.omuta.lg.jp/hpKiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=14375&class_set_id=1&class_id=216
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html
https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/hojin/5408.htm
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/2014/tyuusyoukigyoutousisokusinzeisei.htm
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/chiikimirai.html
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei.pdf
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei.pdf


２）技術開発

名　　称 補助上限額

（URL） （特例）

キューテック助成金 中小企業研究開発

R5年度公募未公表⇒キューテック財団HP 500万円

名　　称

（URL）

中小企業技術基盤強化税制

R3年度　経産省関係税制改正

３）販促・商品開発

名　　称 補助上限額

（URL） （特例）

小規模事業者持続化補助金

商工会議所持続化補助金(通常枠)

全国商工連持続化補助金(通常枠)

小規模事業者販路開拓応援補助金

小規模事業者販路開拓応援補助金

ウィズ・アフターコロナ対応新商品開発等支援事業費補助金

①新商品等開発事業

②販路開拓事業

R5.4.3～2次公募中

ウィズ・アフターコロナ対応新商品開発支援事業 （予算額到達まで）

①補助金

№ 所管等 補助率 概　要　等 公募期間

1 経産省
恒久措置：試験研究費の12％を法人税控除(上限：法人税の25％)。R7年度末までの時限措置で、試験研究費が10%以上や増加率が9.4%以上等の条件で、控

除率17%、法人税の40%まで控除

1
ふくおかﾌｨﾅﾝ

ｼｬﾙＧ
1/2 創業後10年以内または新技術、新製品等の研究開発取組後3年以内　他

R5.4.1～5.31

公募終了

①補助金

№ 所管等 補助率 概　要　等 公募期間

②税制支援（研究開発）

№ 所管等 税制支援概要等

＜通年公募＞

14次：R5.12.12終了

15次：準備中

2 福岡県 62,500～250,000円
国の補助対象経

費の1/12

国の小規模事業者持続化補助金＜一般型＞における第8回公募から第11回

公募までの採択を受けた小規模事業者の販路開拓等の経費を県が上乗せ

（R4年度）

国11次：～R5.2.20

公募終了

⇓

県申請期限：R6.1.25

1
経産省

商工会議所

全国商工連

50万円(通常枠)

200万円(卒業枠ほか)
2/3

持続的な経営に向けた経営計画に基づく、地道な販路開拓等の取組や、

その取組と併せて行う業務効率化（生産性向上）の取組を支援する

3 大牟田市
新商品等開発事業：50万円

販路開拓事業：30万円
 2/3

ウィズ・アフターコロナを見据えた事業者の新商品等の開発および商品の広域的

な販路開拓などに取り組む市内中小企業を支援する

http://www.kyutec.or.jp/
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei.pdf
https://r1.jizokukahojokin.info/
http://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/
https://www.pref.fukuoka.lg.jp/contents/syoukibojigyousya-hannrokaitaku-ouenn-hojyokinn.html
https://www.city.omuta.lg.jp/kiji00315789/index.html


４）雇用

その他詳細は⇒

名　　称 補助上限額

（URL） （特例）

キャリアアップ助成金

厚労省　キャリアアップ助成金

働き方改革推進支援助成金

厚労省　労働時間等の設定の改善

65歳超雇用推進助成金

厚労省　65歳超雇用推進助成金

名　　称

（URL）

所得拡大促進税制

中小企業庁　賃上げ促進税制

①補助金 厚労省　事業主のための雇用関係助成金

№ 所管等 補助率 概　要　等 公募期間

R5.4.1～

2 厚労省
25～500万円

（各コースで上限額設定あり）
3/4(4/5)

１）適用猶予業種等対応コース、２）労働時間短縮・年休促進コース、３）

勤務間インターバル設定コース、４）労働時間適正管理推進コース、５）団体

推進コースの５コース

R5.12.28終了

1 厚労省
有期契約労働者⇒正社員化

57万円など

非正規雇用の労働者「有期雇用労働者」の企業内でのキャリアアップを促進する

ため、正社員化、処遇改善の取組みをした事業主に対して助成

申請Ⅰ:実施後2か月以内

Ⅱ,Ⅲ：計画実施2-3か月前

②税制支援（賃上げ）

№ 所管等 税制支援概要等

1 経産省
要件：給与等支給総額が前年比1.5％以上増加(上乗せ要件は2.5%以上増加)

増加給与総額の15%(30%)が税額控除(上限20%)。適用期間：R6.3.31まで延長。税務申告時に必要書類を添付

3 厚労省
65歳以上への定年引上げ

15～160万円

Ⅰ：65歳超継続雇用促進コース

Ⅱ：高年齢者評価制度等雇用管理改善コース

Ⅲ：高年齢者無期雇用転換コースの3コース

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/part_haken/jigyounushi/career.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/jikan/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000139692.html
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/zeisei/syotokukakudai.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/index.html


５）その他（創業、事業継承他）

名　　称 補助上限額

（URL） （特例）

大牟田市起業家支援補助金 創業費　50万円

大牟田市起業家支援補助金 家賃　5万円/月×12

事業承継･引継ぎ補助金

事業承継・引継ぎ補助金 (jsh.go.jp)

ＵＩＪターン若者就職奨励事業

大牟田市 ＵＩＪターン若者就職奨励金

おおむた100若者未来応援事業

おおむた100若者未来応援事業

まちづくり基金事業費補助金（既存店舗改修事業）

大牟田市まちづくり基金事業

まちづくり基金事業費補助金（空き店舗改修事業）

大牟田市まちづくり基金事業

まちづくり基金事業費補助金（多目的トイレ設置事業）

大牟田市まちづくり基金事業

まちづくり基金事業費補助金（新築店舗整備事業）

大牟田市まちづくり基金事業

移住支援金

大牟田市移住支援金

インターンシップ支援事業費補助

インターンシップ支援事業費補助

名　　称

（URL）

事業承継税制

中小企業庁　事業承継税制について

中小企業の経営資源集約化に資する税制(R3年度創設)

R3年度　経産省関係税制改正

中小企業防災・減災投資促進税制

中小企業庁　事業継続力強化計画

1 大牟田市 1/2 創業時の店舗工事費、備品費、広報費等にかかる費用の一部を補助
R5.4.1～

（予算額到達まで）

①補助金

№ 所管等 補助率 概　要　等 公募期間

8次：～R6.2.16

3 大牟田市
1年につき12万円

（最大3年）
定額

市外居住の満４５歳未満の者がUIJターンで、市内中小企業等に正規雇用さ

れ、賃貸住宅へ居住する場合に交付。事前登録が必要
R5.4.1～

2 経産省

経営革新：800万円

専門家活用：600万円

廃業・再チャレンジ：150万円

1/2又は2/3
事業承継を契機として新しい取り組み等を行う中小企業等及び事業再編、事

業統合に伴う経営資源の引継ぎを行う中小企業等を支援する

R5.4.1～

5 大牟田市
市内全域 20万円

指定地域 40万円

1/10

2/10
既存店舗の改修にかかる費用の一部を補助

R5.4.1～

（予算額到達まで)

4 大牟田市

1年間の奨学金返還額又は10

万円の低い方の額

（最大3年）

定額
市内に居住する満３５歳未満の者が市内の中小企業等に正規雇用された場

合、在学時に貸与を受けた奨学金の返還額の一部を補助。事前登録が必要

R5.4.1～

（予算額到達まで)

7 大牟田市 100万円 1/2 中心市街地での多目的トイレの設置にかかる費用の一部を補助
R5.4.1～

（予算額到達まで)

6 大牟田市
200万円

一定条件100万上乗せ
1/3 中心市街地の空き店舗改修にかかる費用の一部を補助

3 経産省
作成した事業継続力強化計画に基づく一定額以上の設備(機械･設備≧100万円、建物付属設備≧60万円など)の20%特別償却。計画認定期限:R6年度末まで。自

然災害の他、感染症対策、サイバー対策の追加を推奨

随時

②税制支援（事業継承）

№ 所管等 税制支援概要等

1
贈与税・相続税がゼロ

対象は法人：株式、個人：事業用資産

10 大牟田市 学生一人当たり5万円 1/3

市内で連続2日間以上のインターンシップを実施すること。

（日程の半数以上をしない事業所で就業体験を実施するもの。ただし、資格取

得のための実習棟は除く。）

2 経産省
経営資源の集約化によって生産性向上等を目指す計画の認定を受けた中小企業がM&Aを実施した場合

設備投資減税(全額即時償却または10%税額控除)、準備金積立て(投資額の70%以下の損金算入)等措置予定

R5.4.1～

（予算額到達まで)

9 大牟田市
世帯100万円+子100万円

単身　60万円
定額

直前10年の内、通算5年以上東京圏・名古屋圏・大阪圏・福岡県外に在住し

ていたこと。令和3年8月20日以降に大牟田市に転入し5年以上継続して居住

する意思があること。

R5.4.1～

8 大牟田市 200万円 1/3 中心市街地での店舗新築・増築費用を補助

https://www.city.omuta.lg.jp/hpKiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=211&class_set_id=1&class_id=219
https://jsh.go.jp/
https://www.city.omuta.lg.jp/hpKiji/pub/detail.aspx?c_id=5&id=8169
https://www.city.omuta.lg.jp/hpkiji/pub/Detail.aspx?c_id=5&id=11201
https://www.city.omuta.lg.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&type=top&id=9245
https://www.city.omuta.lg.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&type=top&id=9245
https://www.city.omuta.lg.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&type=top&id=9245
https://www.city.omuta.lg.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&type=top&id=9245
https://www.city.omuta.lg.jp/hpkiji/pub/detail.aspx?c_id=5&type=top&id=15758
https://www.city.omuta.lg.jp/kiji00317702/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/zaimu/shoukei/shoukei_enkatsu_zeisei.htm
https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2021/pdf/zeisei.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/antei/bousai/keizokuryoku.htm#seido

